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１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

 

 ▼平成 19年 6月に成立した『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』

において、地方公共団体は、毎年度、次の健全化判断比率を監査委員

の審査に付した上で、議会に報告し、公表することが義務付けられま

した。 

 ①実質赤字比率 

 ②連結実質赤字比率 

 ③実質公債費比率 

 ④将来負担比率 

 

 

 ▼また、公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業ごとに

資金不足比率を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表する

ことが義務付けられました。 

 

 

 ▼健全化判断比率に関しては、比率のうちいずれかが「早期健全化基準」

以上となった場合は、「早期健全化計画」を策定し、「自主的な改善努力

による財政健全化」を行う必要があります。 

 

 

▼また、比率のうちいずれかが「財政再生基準」以上となった場合は、「財

政再生計画」を策定し、「国等の関与による確実な再生」に取り組む必

要があります。 

 

 

▼平成 19 年度決算については、比率の算定・公表のみでありましたが、

平成 20 年度決算からは、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」

が全面施行されました。 

これにより、健全化判断比率のいずれかが「早期健全化基準」以上と

なった場合は、「早期健全化計画」を、「財政再生基準」以上となった場

合は、「財政再生計画」を作成のうえ、財政の健全化に取り組む必要が

あります。 
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■実質赤字比率■ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政

運営の深刻度を示すのが「実質赤字比率」です。 

年  度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

算 定 数 値  - - -

前 年 度 比 較 - - - - -

早 期 健 全 化 基 準 12.51％ 財 政 再 生 基 準 20.00％

※赤字を生じていないため、赤字比率としては算定されません。 

 

 

(単位：千円)

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引 翌年度に繰り
越すべき財源

実質収支額
(21年度)

実質収支額
(20年度)

一般会計 37,625,792 37,189,903 435,889 34,405 401,484 479,799

一般会計に属する特別会計

住宅新築資金等貸付事業
特別会計

1,237 981 256 0 256 0

一般会計等決算額 37,627,029 37,190,884 436,145 34,405 401,740 479,799

標準財政規模 19,799,899 19,374,677

連結実質赤字比率（％） △ 2.02 △ 2.47

会計名
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■連結実質赤字比率■ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地

方公共団体全体としての運営の深刻度を示すのが「連結実質赤字比率」です。 

年  度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

算 定 数 値  - - -

前 年 度 比 較 - - - - -

早 期 健 全 化 基 準 17.51％ 財 政 再 生 基 準 40.00％

※赤字を生じていないため、赤字比率としては算定されません。 

 

 

(単位：千円)

実質収支額 資金不足額
又は剰余額

合計
(21年度)

合計
(20年度)

一般会計 401,484 401,484 479,799

一般会計に属する特別会計

住宅新築資金等貸付事業特別会計 256 256 0

一般会計等以外の特別会計のうち公営事業

国民健康保険特別会計（事業勘定） 85,683 85,683 24,955

国民健康保険特別会計（直診勘定） 0 0 0

駐車場事業特別会計 2,323 2,323 1,083

老人保健医療事業特別会計 △ 2,334 △ 2,334 △ 53,338

後期高齢者医療特別会計 147 147 287

一般会計等以外の特別会計のうち法適用公営企業

水道事業会計 354,193 354,193 350,709

工業用水道事業会計 397,564 397,564 363,640

一般会計等以外の特別会計のうち法非適用公営企業

公設水産物仲買売場特別会計 1,287 1,287 337

国民宿舎事業特別会計 0 0 0

公共下水道事業特別会計 68 68 73

農業集落排水事業特別会計 76 76 1,035

漁業集落排水事業特別会計 13 13 6

生活排水処理事業特別会計 18 18 25

簡易水道事業特別会計 591 591 405

一般会計等決算額 487,559 753,810 1,241,369 1,169,016

標準財政規模 19,799,899 19,374,677

連結実質赤字比率（％） △ 6.26 △ 6.03

会計名
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■実質公債費比率■ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すのが「実

質公債費比率」です。 

年  度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

算 定 数 値 

( ) は 単 年 度 数 値 
21.1％ 25.0％ 25.1％ 22.9％ 

20.1％
(17.5％)

前 年 度 比 較 - 3.9％ 0.1％ △ 2.2％ △ 2.8％

早 期 健 全 化 基 準 25.0％ 財 政 再 生 基 準 35.0％

 

 

平成 20 年度 

 18 年度（単年度） 19 年度（単年度） 20 年度（単年度） 3 ヶ年度平均

分  子 4,165,731 3,721,568 2,995,068

分  母 16,006,294 15,617,213 15,753,805

算定結果 26.02558 23.82991 19.01171 22.9

 

平成 21 年度 

 19 年度（単年度） 20 年度（単年度） 21 年度（単年度） 3 ヶ年度平均

分  子 3,721,568 2,995,068 2,836,405

分  母 15,617,213 15,753,805 16,199,154

算定結果 23.82991 19.01171 17.50959 20.1

 
 

21.1

25.0

25.1

22.9
20.1

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

％

財政再生基準

早期健全化基準

単年度

3か年平均

再生段階（35.0％～）

早期健全化段階（25.0％～35.0％）

■ 実質公債費比率の推移

財政悪化

健全財政
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■将来負担比率■ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払う可能性がある負担等の現時点で

の残高の程度を指標化し、将来、財政を圧迫する可能性を示すのが「将来負担比率」です。 

年  度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

算 定 数 値  171.0％ 164.5％ 155.8％

前 年 度 比 較 - - - △ 6.5％ △ 8.7％

早 期 健 全 化 基 準 350.0％ 財 政 再 生 基 準 -

 

（単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度

76,283,418 75,383,694 76,231,765

地 方 債 の 現 在 高 49,252,855 48,060,382 48,870,603

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 支 出 予 定 額 1,806,435 1,796,727 1,505,433

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 15,275,672 15,713,591 16,109,314

組 合 等 負 担 等 見 込 額 4,142,845 3,951,194 3,803,283

退 職 手 当 負 担 見 込 額 5,805,611 5,861,800 5,943,132

49,572,423 49,453,281 50,988,657

充 当 可 能 基 金 9,410,716 8,839,109 8,706,535

充 当 可 能 特 定 財 源 1,619,168 1,486,627 1,534,227

基 準 財 政 需 用 額 算 入 見 込 額 38,542,539 39,127,545 40,747,895

19,051,774 19,374,677 19,799,899

3,434,561 3,620,872 3,600,745

区　　分

将 来 負 担 額 （ Ａ ）

充 当 可 能 財 源 等 （ Ｂ ）

標 準 財 政 規 模 （ Ｃ ）

算 入 公 債 費 等 の 額 （ Ｄ ）

171.0 164.5 155.8

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

平成19年度 平成20年度 平成21年度

％

早期健全化基準 将来負担比率

早期健全化段階（350.0％～）

■ 将来負担比率の推移

財政悪化

健全財政

 
 
 

 



 

-  - 6

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■資金不足比率■ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経

営状況の深刻度を示すのが「資金不足比率」です。 

年  度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

算 定 数 値  - - -

前 年 度 比 較 - - - - -

経 営 健 全 化 基 準 20.0％ 財 政 再 生 基 準 -

※法適用公営企業、法非適用公営企業とも資金不足額が生じていないため、資金不足比

率は算定されません。 

 

(単位：千円)

実質収支額 資金不足額
又は剰余額

合計
(21年度)

合計
(20年度)

一般会計 401,484 401,484 479,799

一般会計に属する特別会計

住宅新築資金等貸付事業特別会計 256 256 0

一般会計等以外の特別会計のうち公営事業

国民健康保険特別会計（事業勘定） 85,683 85,683 24,955

国民健康保険特別会計（直診勘定） 0 0 0

駐車場事業特別会計 2,323 2,323 1,083

老人保健医療事業特別会計 △ 2,334 △ 2,334 △ 53,338

後期高齢者医療特別会計 147 147 287

一般会計等以外の特別会計のうち法適用公営企業

水道事業会計 354,193 354,193 350,709

工業用水道事業会計 397,564 397,564 363,640

一般会計等以外の特別会計のうち法非適用公営企業

公設水産物仲買売場特別会計 1,287 1,287 337

国民宿舎事業特別会計 0 0 0

公共下水道事業特別会計 68 68 73

農業集落排水事業特別会計 76 76 1,035

漁業集落排水事業特別会計 13 13 6

生活排水処理事業特別会計 18 18 25

簡易水道事業特別会計 591 591 405

一般会計等決算額 487,559 753,810 1,241,369 1,169,016

標準財政規模 19,799,899 19,374,677

連結実質赤字比率（％） △ 6.26 △ 6.03

会計名
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３ 資料編 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要  
 

平成１９年６月 

 
Ⅰ 健全化判断比率の公表等  
 

○地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）は、毎年度、以下の健全化判断比率

を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表しなければならないこととする。 

①実質赤字比率  
②連結実質赤字比率（全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率）  
③実質公債費比率  
④将来負担比率（公営企業、出資法人等を含めた普通会計の実質的負債の標準財

政規模に対する比率）  
 
Ⅱ 財政の早期健全化  
 
１ 財政健全化計画  

○健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上の場合には、財政健全化計

画を定めなければならないこととする。 

    
２ 財政健全化計画の策定手続等  

○財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣・

都道府県知事への報告、全国的な状況の公表等の規定を設ける。また、毎年度、その

実施状況を議会に報告し、公表する。 

 
３ 国等の勧告等  

○財政健全化計画の実施状況を踏まえ、財政の早期健全化が著しく困難であると認め

られるときは、総務大臣又は都道府県知事は、必要な勧告をすることができることと

する。 

 
Ⅲ 財政の再生  
 
１ 財政再生計画  

○再生判断比率（Ⅰ①～③）のいずれかが財政再生基準以上の場合には、財政再生計

画を定めなければならないこととする。 

 
２ 財政再生計画の策定手続、国の同意等  

○財政再生計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表する。 

○財政再生計画は、総務大臣に協議し、その同意を求めることができる。 



 

-  - 8

○財政再生計画を定めている地方公共団体（財政再生団体）は、毎年度、その実施状

況を議会に報告し、公表する。 

 

３ 地方債の起債の制限  
○再生判断比率のうちのいずれかが財政再生基準以上である地方公共団体は、財政再

生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き、地方債

の起債ができないこととする。 

 
４ 地方財政法第５条（地方債の制限）の特例  
 ○財政再生計画に同意を得た財政再生団体は、収支不足額を振り替えるため、地方財

政法第５条の規定にかかわらず、総務大臣の許可を受けて、償還年限が財政再生計画

の計画期間内である地方債（再生振替特例債）を起こすことができる。 

 
５ 国の勧告、配慮等  
  ○財政再生団体の財政の運営が計画に適合しないと認められる場合等においては、総

務大臣は、予算の変更等必要な措置を勧告できることとする。 

 ○再生振替特例債の資金に対する配慮等、財政再生計画の円滑な実施について国及び

他の地方公共団体は適切な配慮を行う。 

 
Ⅳ 公営企業の経営の健全化  
 
  ○公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業ごとに資金不足比率を監査

委員の審査に付した上で議会に報告し、公表する。これが経営健全化基準以上となっ

た場合には、経営健全化計画を定めなければならないこととし、Ⅱ２、３及びⅤ１と

同様の仕組みを設ける。 

 
Ⅴ その他  
 
１ 外部監査  
  ○地方公共団体の長は、健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上と

なった場合等には、個別外部監査契約に基づく監査を求めなければならないことと

する。  
 
２ 施行期日等  

○健全化判断比率の公表は、公布後１年以内から、他の義務付け規定については、地

方公共団体の予算編成機会の付与等の観点から、平成２０年度決算に基づく措置から

適用する。 

○国等に対する寄附を当分の間原則禁止することとしている現行再建法の規定を引

き続き設ける。 

 



 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律

 
○自主的な改善努力による財政健全化 
 
・財政健全化計画の策定（議会の議決）、 外部監

査の要求の義務付け 
・実施状況を毎年度議会に報告し公表 
・早期健全化が著しく困難と認められるときは、総

務大臣又は知事が必要な勧告           

公営企業の経営の健全化 

 
○国等の関与による確実な再生 
・財政再生計画の策定（議会の議決）、外部監査の要求

の義務付け 
・財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意を求めること

ができる 
 【同意無】 

 ・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限 

 【同意有】 

 ・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期 間内である地方

債（再生振替特例債）の起債可 

 ・財政運営が計画に適合しないと認められる場合等にお

いては、予算の変更等を勧告 

 
○赤字団体が申出により、財政再建計画を策

定（総務大臣の同意が必要） 

財政の再生

地方財政再建促進特別措置法 

新
し
い
法
制

現
行
制
度

（
健
全
財
政
） 

 
○指標の整備と情報開示の徹底 
 
・フロー指標：実質赤字比率、連結実質赤字比率、

実質公債費比率 
・ストック指標：将来負担比率＝公社・三セク等を

含めた実質的負債による 指標 
→監査委員の審査に付し議会に報告し公表 

健全段階

＜現行制度の課題＞ 
 
・分かりやすい財政情報の開示等が不十分 
・再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない 
・普通会計を中心にした収支の指標のみで、ストック（負債等）の財政状況に課

題があっても対象とならない 
・公営企業にも早期是正機能がない等の課題 

財政の早期健全化

（指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用） 

について

○公営企業もこれに準じた再建制度 
 （地方公営企業法) 

（
財
政
悪
化
） 



健全化判断比率等の対象について 
 

地方公社・第三セクター等

普通会計 

（一般会計等）

公営事業 

会計   うち 

公営企業

会計 

一部事務組合・広域連合

一般会計 

地
方
公
共
団
体 

実
質
赤
字
比
率 

資
金
不
足
比
率 

※公営企業会計ごと

に算定 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 

 （現行制度） （地方公共団体財政健全化法） 

実
質
赤
字
比
率 

不
良
債
務

※公営企業会計ごと

に算定 



健全化判断比率等の概要について

一般会計等の実質赤字 
実質赤字比率＝ 

標準財政規模 

（趣旨） 一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 
 ○実質赤字＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）  
       ・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額 
      ・支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額 

    ・

（趣旨） 全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 
  イ   一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の 
    実質赤字の合計額 
  ロ   公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 
  ハ   一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 
  ニ   公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

標準財政規模－ 
（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

の３ヵ年平均 
（元利償還金＋準元利償還金）－ 

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 

実質公債費比率＝ 

（趣旨） 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 
 ○準元利償還金の内容 
  ① 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合の１年当たりの元金償還金相当額 
  ② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの 
  ③ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの 
  ④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

標準財政規模 

連結実質赤字額（イ＋ロ）―（ハ＋ニ） 
連結実質赤字比率＝ 

事業繰越額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 



 

（趣旨） 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

○将来負担額の内容 

   イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

   ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの） 

   ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

   ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

   ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

   へ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、 

      当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

ト 連結実質赤字額 

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

○将来負担額から控除されるもの 

リ  イからヘに充当することができる地方自治法第241条の基金 

ヌ  特定財源見込額 

ル  地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

将来負担額 － 

（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）  

※ 公営企業の経営の健全化では、資金不足比率（資金の不足額／事業の規模）を用いる。 
 ・資金の不足額：一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額 
 ・事業の規模：料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額 

 

 

将来負担比率＝ 
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